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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第176期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第177期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第176期

会計期間
自　2014年４月１日
至　2014年６月30日

自　2015年４月１日
至　2015年６月30日

自　2014年４月１日
至　2015年３月31日

売上高 (百万円) 1,414,005 1,349,879 6,655,894

営業利益(△損失) (百万円) 47,670 △10,955 170,439

税金等調整前

四半期(当期)純利益(△損失)
(百万円) 30,190 △17,288 136,644

当社株主に帰属する

四半期(当期)純利益(△損失)
(百万円) 16,730 △12,271 △37,825

当社株主に帰属する

四半期(当期)包括利益
(百万円) 6,424 15,498 90,638

株主資本 (百万円) 1,016,427 1,099,238 1,083,996

純資産額 (百万円) 1,448,337 1,585,306 1,565,357

総資産額 (百万円) 6,236,373 6,343,007 6,334,778

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期(当期)純利益(△損失)
(円) 3.95 △2.90 △8.93

株主資本比率 (％) 16.3 17.3 17.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 21,961 △39,092 330,442

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △83,055 △43,824 △190,130

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 46,503 86,468 △125,795

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) 155,505 205,471 199,366

　(注)１．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に基づいて作成されています。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれていません。

　　　３．営業利益(△損失)は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出したものであり、経営資源の配分の決定及び

業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。事業構造改革費用及び訴訟和解費用等は、当社グループの

営業利益(△損失)には含まれていません。

　　　４．純資産額は、連結貸借対照表の資本合計(株主資本及び非支配持分の合計)を表示しています。

　　　５．株主資本比率の計算にあたっては、連結貸借対照表の株主資本を使用しています。

　 　６．基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期(当期)純利益(△損失)は、期中の加重平均発行済普通株式数に基づいて計算されていま

す。

     ７．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していません。
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２【事業の内容】

　当社は米国会計基準によって四半期連結財務諸表を作成しており、当該四半期連結財務諸表をもとに、関係会社に

ついては米国会計基準の定義に基づいて開示しています。これについては、「第１　企業の概況」及び「第２　事業

の状況」において同様です。

　当社グループは、当社及び連結子会社586社(2015年６月30日現在)により構成され、「電力・社会

インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「ヘルスケア」、「電子デバイス」、「ライフス

タイル」及び「その他」の６部門に関係する事業を行っています。

　また、持分法適用会社は222社(2015年６月30日現在)です。

　当第１四半期連結累計期間(以下「当期」という。)において、当社グループが営む事業内容につい

て、重要な変更はありません。

 

　当期において、各事業に係る主要な関係会社の異動は概ね以下のとおりです。

　　(電力・社会インフラ)

　　　主要な異動はありません。

　　(コミュニティ・ソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(ヘルスケア)

　　　主要な異動はありません。

　　(電子デバイス)

　　　2015年４月、当社の連結子会社であった東芝デジタルメディアネットワーク台湾社は、当社の

連結子会社である東芝エレクトロニクス台湾社に吸収合併され、解散しました。

　　(ライフスタイル)

　　　主要な異動はありません。

　　(その他)

　　　主要な異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　下記に記載の内容を除き、当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生及び

前事業年度の第176期有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。変更点は下線で示しています。なお、変更点の前後について一部省略しています。また、以

下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２

事業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

　なお、文中の将来に関する事項は当四半期報告書提出日現在において判断したものです。

 

(8)重要な訴訟事件等の発生に係るもの

１)争訟等

　(前略)

　2012年12月、欧州委員会は、テレビ用カラーブラウン管市場における欧州競争法違反行為があった

として、当社に対し約28百万ユーロ、これに加えてパナソニック㈱及びMT映像ディスプレイ㈱と連帯

して約87百万ユーロの課徴金を賦課することを決定しました。当社はこれを不服として2013年２月、

EU一般裁判所に提訴し、2015年９月に判決が出されました。判決では当社に課された課徴金28百万

ユーロが全額取消されるとともに、パナソニック㈱、MT映像ディスプレイ㈱及び当社が連帯責任を負

う課徴金額が83百万ユーロに減額されました。

　(後略)
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２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下に記載する事項は、当四半期報告書提出日現在において入手し得る情報に基づいて当社グルー

プが判断したものです。

(1)　業績等の概要

売上高 13,499 (△ 641)

営業損益 △110　(△ 587)

税引前損益 △173　(△ 475)

四半期純損益 △123　(△ 290)

(注)１．単位：億円、( )内 前年同期比較、△はマイナスを表示

　　２．「当社株主に帰属する四半期純損益」を四半期純損益として表示しています(以下、同じ)。

 

　当第１四半期連結累計期間(以下、「当期」という。)の世界経済は、米国、英国が成長を加速させ

たものの、ユーロ圏はわずかに減速、中国も7.0％まで成長率が低下しました。その影響から東南ア

ジア各国も成長が鈍化しました。

　国内経済は実質所得の低下から個人消費が減少し、輸出の低迷もあり、GDPは３四半期ぶりにマイ

ナス成長となりました。企業業績は全体では過去最高水準となったものの、内需型中小企業の低迷や

事業の海外シフトが加速したこともあり、国内景気は加速しない状況が続きました。

　こうした状況下、当社グループの売上高は、ヘルスケア部門が増収になりましたが、ライフスタイ

ル部門が販売地域の絞り込み等により大幅な減収となり、前年同期比641億円減少し１兆3,499億円に

なりました。営業損益は、電子デバイス部門が引き続き好調を維持したものの減益となり、電力・社

会インフラ部門、コミュニティ・ソリューション部門、ライフスタイル部門が悪化した結果、前年同

期比587億円減少し△110億円となりました。税引前損益は、前年同期比475億円減少し△173億円とな

り、四半期純損益は前年同期比290億円減少の△123億円になりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

セグメント 売上高 営業損益

電力・社会インフラ 3,951 (△ 10：100%) △107 (△ 207)

コミュニティ・ソリューション 3,036 (＋ 28：101%) △65 (△ 84)

ヘルスケア 815 (＋ 100：114%) 1 (△  5)

電子デバイス 3,850 (＋  5：100%) 356 (△ 133)

ライフスタイル 2,118 (△ 763： 73%) △207 (△ 156)

その他 1,027 (△ 109： 90%) △7 (△  4)

セグメント間消去又は全社 △1,298 (＋ 108： ― ) △81 (＋  2)

合　計 13,499 (△ 641： 95%) △110 (△ 587)

(注)単位：億円、( )内　前年同期比較、△はマイナスを表示
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①電力・社会インフラ部門

送配電・変電システム、ランディス・ギア社が増収となり、太陽光発電システムが減収となった

結果、部門全体として前年同期とほぼ同等の売上高となりました。

損益面では、ランディス・ギア社が増益となりましたが、火力・水力発電システム、太陽光発電

システム、鉄道向けシステムが減益となり、原子力発電システムが悪化した結果、部門全体として

悪化しました。

②コミュニティ・ソリューション部門

　流通・事務用機器事業、昇降機事業が増収となり、業務用空調事業が減収となった結果、部門全

体として前年同期とほぼ同等の売上高となりました。

損益面では、業務用空調事業、照明事業が減益となり、流通・事務用機器事業が悪化した結果、

部門全体として悪化しました。

③ヘルスケア部門

　北米、新興経済地域で、主力のCTを中心として医用画像機器販売が引き続き堅調だったこと等に

より、部門全体として増収になりました。

損益面では、将来の成長の前倒しを図るべく診断機器を中心とした次世代開発研究と新規事業へ

の先行投資を増やしたことにより、部門全体として減益になりました。
 

④電子デバイス部門

半導体は、メモリが販売数量の増加により増収になりましたが、ストレージが減収となった結

果、部門全体として前年同期とほぼ同等の売上高となりました。

損益面では、メモリが引き続き高い利益水準を確保したものの減益になり、ストレージが悪化し

た結果、部門全体として減益になりました。
 

⑤ライフスタイル部門

テレビ等の映像事業、パソコン事業が、販売地域の絞り込み等により大幅な減収になった結果、

部門全体として大幅な減収になりました。

損益面では、パソコン事業、家庭電器事業が悪化した結果、部門全体として悪化しました。

⑥その他部門

売上高は前年同期比で減収となり、営業損益は悪化しました。

 

　なお、上記の事業の種類別の売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高が含まれていま

す。

 

(2)　流動性及び資金の財源

①キャッシュ・フロー

　当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の220億円の収入から611億円減少

し、391億円の支出になりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の831億円の支出から393億円減少し、438億円の

支出になりました。

　これらの結果、当期のフリー・キャッシュ・フローは、前年同期の611億円の支出から218億円増

加し、829億円の支出になりました。
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　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の465億円の収入から400億円増加し、865億円の

収入になりました。

　その他に為替の影響によるキャッシュの増加が25億円あり、当期末の現金及び現金同等物の残高

は、前期末の1,994億円から61億円増加し、2,055億円になりました。

 

②流動性管理と資金調達

＜流動性管理＞

　当期末の状況としては、現金及び現金同等物の2,055億円、コミットメントライン未使用枠の

2,870億円を合わせ、4,925億円の手許流動性を確保しました。

＜資金調達＞

　当社グループは、金利上昇局面への対応及び事業に必要な基本的資産である固定資産の手当てと

して、安定的な長期資金をバランスよく調達・確保するよう配慮しています。固定資産について

は、株主資本・固定負債を含めた長期資金で賄えるよう、長期資金比率の適正化を図っています。

 資金調達の直接・間接調達の比率については、資金調達環境等を十分鑑み、バランスの取れた資

金構成の維持を基本方針としています。

＜格付け＞

　当社は、ムーディーズ・ジャパン㈱(以下「ムーディーズ」という。)、スタンダード＆プアー

ズ・レーティング・ジャパン㈱(以下「S&P」という。)、㈱格付投資情報センター(以下「R&I」とい

う。)の３社から格付けを取得しています。当四半期報告書提出日現在の格付状況(長期／短期)は、

ムーディーズ:Baa２(見通しは安定的)/P-２、S&P:BBB-(アウトルックはネガティブ)/A-３、

R&I:A-/a-1(長期、短期ともに格下げ方向のレーティング・モニター指定)です。

 

③資産、負債及び資本の状況

　総資産は、前年同期末に比べ1,066億円増加し、６兆3,430億円になりました。

　株主資本は、前年同期末に比べ828億円増加し、１兆992億円になりました。

　借入金・社債残高は、前年同期末に比べ288億円減少し、１兆4,272億円になりました。

　この結果、2015年６月末の株主資本比率は前年同期末に比べ1.0ポイント増加し、17.3％になり、

D/Eレシオ(有利子負債/株主資本)は前年同期末に比べ13ポイント改善し、130％になりました。

（注）・四半期連結財務諸表は、米国会計基準に準拠して作成しています。但し、当社グループの営業損益は、売上

高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出したものであり、経営資源の配分の決定及び業

績の検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。事業構造改革費用及び訴訟和解費用

等は、当社グループの営業損益には含まれていません。

・なお、以上の定性的情報は、特記のない限り前年同期との比較で記載しています。
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(3)　対処すべき課題

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当社グループの対処すべき課題について重要な変更は

ありません。

 

＜株式会社の支配に関する基本方針＞

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的な

向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステーク

ホルダーとの適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利

益にも十分配慮した経営を行う必要があると考えています。

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼ

す影響を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社

グループの実情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考えます。

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当

社株式の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

適当ではなく、このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を採る

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。

以上の考え方に基づき、当社は、2006年6月に当社株式の大量取得行為に関する対応策(いわゆる買

収防衛策)を導入し、2009年6月及び2012年6月に更新してまいりましたが、経営環境等の変化、金融

商品取引法整備の浸透の状況、株主の皆様の意見等を考慮しながら慎重に検討した結果、当該対応策

を更新しないことといたしました。

なお、当該対応策終了後も弊社株式の大規模買付を行おうとする者に対しては、大規模買付行為の

是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて当社取締役会の

意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法

及びその他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じるとともに、引き続き企業価値及

び株主共同の利益の確保及び向上に努めてまいります。
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(4)　研究開発活動

当期における研究開発費は870億円でした。

なお、当四半期連結会計期間における主要な研究開発の成果は以下のとおりです。

①新商品

・東海旅客鉄道㈱と協力し、3.3kVの高耐圧SiC(炭化ケイ素)デバイスを適用した新幹線用主変換装

置(※１)を、東海道N700系新幹線車両へ搭載し、東京～新大阪間での走行試験を開始しました。

本走行試験は、SiCデバイスを適用した主変換装置を高速鉄道に導入した世界で初めて(※２)の

試験であり、実用化に向けて大きく前進したことになります。この走行試験を通じて、走行性能

や主変換装置の制御性能・温度性能等の確認、評価を実施しています。

・近接無線転送技術「TransferJetTM」を搭載した業界初(※３)のSDメモリカードとして、記憶容量

16GBのSDHCメモリカードを開発しました。TransferJetTMは、「TransferJetコンソーシアム」が

規格策定・普及を促進している近接無線転送技術で、対応機器同士を近づけるだけの操作で、大

容量のデータを送信できます。また、TransferJetTMの実効スループットは最大375Mbpsと高速

で、例えば、１分のハイビジョン動画コンテンツを約３秒で転送できます。

②研究開発

・盗聴が理論上不可能な量子暗号通信システムにより、実データの通信を行う実証試験を開始しま

す。実データを用いた量子暗号通信システムの実証試験は、国内初(※４)となります。実証試験

では、東芝ライフサイエンス解析センターにおいて、実データとして、日本人ゲノム解析ツール

「ジャポニカアレイ（※５)」を用い解析したゲノム解析データを、量子暗号通信システムによ

り暗号化し、７㎞先の東北大学東北メディカル・メガバンク機構まで送信します。長期間の運用

における通信速度の安定性や天候、温度や光ファイバーの状態など環境条件の影響度などを検証

します。

・造影剤を使用せずに撮像した脳脊髄液(CSF)のMRI(磁気共鳴イメージング)を自動解析し、CSFの

流速を計測・表示する技術を開発しました。この技術により、認知症の原因疾患の一つである特

発性正常圧水頭症など、CSFに関する疾患の診断効率化が期待できます。今後は、臨床データも

含めてさらなる精度評価を進め、本技術の早期製品化を目指します。

 

(注)※１：架線からの交流電力を直流に変換するコンバータと直流から主電動機を駆動させる為の三相交流に変

換　するインバータを一体とした、車両の力行、回生を制御する電力変換装置。

※２：2015年６月現在、当社調べ。

※３：2015年６月現在、当社調べ。

※４：2015年６月現在、当社調べ。

※５：国立大学法人東北大学の登録商標で、東北大学東北メディカル・メガバンク機構が開発した日本人ゲ

ノ　ム情報を高精度かつ低コストで解析可能とする遺伝子解析ツール。

 

(5)　生産、受注及び販売の実績

　当期において、当社グループの生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(6)　主要な設備等

2015年度の設備投資計画は、不適切会計処理問題の影響等を踏まえ現在策定中であり、未定で

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000,000

計 10,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2015年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2015年９月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,237,602,026 4,237,602,026

東京、名古屋の各証

券取引所(市場第一

部)

単元株式数

1,000株

計 4,237,602,026 4,237,602,026 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2015年４月１日～

2015年６月30日
― 4,237,602,026 ― 439,901 ― 0

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2015年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式)

普通株式　　　3,452,000
― 単元株式数1,000株

 (相互保有株式)

普通株式　　　　　　―
― ―

完全議決権株式(その他)※１ 普通株式　4,217,671,000 4,217,671 単元株式数1,000株

単元未満株式※２ 普通株式　　 16,479,026 ― ―

発行済株式総数 4,237,602,026 ― ―

総株主の議決権 ― 4,217,671 ―

　(注）※１．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式が23千株(議決権23個)が含ま

れています。

※２．上記「単元未満株式」の中には当社所有の自己株式721株が含まれています。

②【自己株式等】

 2015年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

㈱東芝
東京都港区芝浦

一丁目１番１号
3,452,000 ― 3,452,000 0.08

計 ― 3,452,000 ― 3,452,000 0.08
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２【役員の状況】

金融商品取引法令によれば、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において

役員に異動があった場合には記載することとされておりますが、当社は前事業年度の有価証券報告書

を2015年９月７日付で提出しておりますので、該当事項はありません。

なお、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの間に役員の異動はあ

りません。
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第４【経理の状況】
 １．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」(平成23年内閣府令第44号)第３条の規定による改正後の「四半期連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認

められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しています。ただし、Accounting

Standards Codification(以下「ASC」という。) 810「連結」に基づく変動持分事業体及びASC 860

「譲渡及びサービス業務」に基づく証券化取引の注記については省略しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間(2015年４

月１日から2015年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(2015年４月１日から2015年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

います。

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

14/49



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  
2014年度の
連結貸借対照表

(2015年３月31日現在)

2015年度第１四半期
(2015年６月30日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び現金同等物   199,366   205,471  

２．受取手形及び売掛金        

(1) 受取手形  38,397   50,319   

(2) 売掛金  1,426,531   1,164,517   

(3) 貸倒引当金  △36,308 1,428,620  △36,165 1,178,671  

３．棚卸資産 5  1,004,739   1,149,903  

４．短期繰延税金資産 9  198,066   232,718  

５．未収入金   173,938   182,018  

６．前払費用及び

   その他の流動資産

3及び

12
 333,677   380,032  

流動資産合計   3,338,406 52.7  3,328,813 52.5

Ⅱ　長期債権及び投資        

１．長期受取債権   9,937   11,047  

２．関連会社に対する投資

   及び貸付金
  362,787   363,998  

３．投資有価証券及び

   その他の投資

3及び

4
 277,099   260,480  

長期債権及び投資合計   649,823 10.3  635,525 10.0

Ⅲ　有形固定資産 8       

１．土地   94,246   94,190  

２．建物及び構築物   948,137   958,189  

３．機械装置及び

   その他の有形固定資産
  2,077,734   2,116,062  

４．建設仮勘定   81,712   85,034  

   3,201,829   3,253,475  

５．減価償却累計額   △2,315,506   △2,349,043  

有形固定資産合計   886,323 14.0  904,432 14.3

Ⅳ　その他の資産 8       

１．のれん及び

   その他の無形資産
  1,124,607   1,151,589  

２．長期繰延税金資産 9  190,802   164,135  

３．その他   144,817   158,513  

その他の資産合計   1,460,226 23.0  1,474,237 23.2

資産合計   6,334,778 100.0  6,343,007 100.0
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2014年度の
連結貸借対照表

(2015年３月31日現在)

2015年度第１四半期
(2015年６月30日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１．短期借入金   89,104   174,730  

２．１年以内に期限の到来

   する社債及び長期借入金
12  207,275   230,604  

３．支払手形及び買掛金   1,226,330   1,079,051  

４．未払金及び未払費用   519,527   573,437  

５．未払法人税等及び

   その他の未払税金
  67,274   37,528  

６．前受金   398,127   454,057  

７．その他の流動負債
3,12,14
及び15

 403,231   375,473  

流動負債合計   2,910,868 46.0  2,924,880 46.1

Ⅱ　固定負債        

１．社債及び長期借入金 12  1,045,005   1,021,828  

２．未払退職及び年金費用 6  582,671   579,175  

３．その他の固定負債
3及び
12

 230,877   231,818  

固定負債合計   1,858,553 29.3  1,832,821 28.9

負債合計   4,769,421 75.3  4,757,701 75.0

(資本の部) 10       

Ⅰ　株主資本        

１．資本金        

発行可能株式総数
10,000,000,000株

       

発行済株式数        

2015年３月31日及び
2015年６月30日

4,237,602,026株
  439,901 6.9  439,901 6.9

２．資本剰余金   402,008 6.3  401,778 6.3

３．利益剰余金   383,231 6.1  370,960 5.8

４．その他の包括損失累計額   △139,323 △2.2  △111,554 △1.7

５．自己株式(取得原価)        

2015年３月31日
3,394,424株

  △1,821 △0.0    

2015年６月30日
3,452,721株

     △1,847 △0.0

株主資本合計   1,083,996 17.1  1,099,238 17.3

Ⅱ　非支配持分   481,361 7.6  486,068 7.7

資本合計   1,565,357 24.7  1,585,306 25.0

契約債務及び偶発債務
13,14

及び15
      

負債及び資本合計   6,334,778 100.0  6,343,007 100.0
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  

2014年度
第１四半期連結累計期間
(自　2014年４月１日
 至　2014年６月30日)

2015年度
第１四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
 至　2015年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益      

１．売上高  1,414,005 100.0 1,349,879 100.0

２．受取利息及び配当金  1,991 0.1 2,101 0.1

３．持分法による投資利益  4,907 0.3 3,924 0.3

４．その他の収益
7及び

12
3,796 0.3 17,433 1.3

  1,424,699 100.7 1,373,337 101.7

Ⅱ　売上原価及び費用      

１．売上原価
3及び

8
1,046,503 74.0 1,020,512 75.6

２．販売費及び一般管理費  319,832 22.6 340,322 25.2

３．支払利息  8,116 0.6 5,709 0.4

４．その他の費用
7,12

及び15

 
20,058 1.4 24,082 1.8

  1,394,509 98.6 1,390,625 103.0

Ⅲ　税金等調整前四半期純利益(△損失)  30,190 2.1 △17,288 △1.3

Ⅳ　法人税等 9 9,510 0.6 △5,757 △0.4

Ⅴ　非支配持分控除前四半期純利益(△損失)  20,680 1.5 △11,531 △0.9

Ⅵ　非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  3,950 0.3 740 0.0

Ⅶ　当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)  16,730 1.2 △12,271 △0.9

      

１株当たり情報　(単位：円)      

１．基本的１株当たり
   当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

11 3.95  △2.90  

２. 配当金  ―  ―  
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(3)【四半期連結包括損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  

2014年度
第１四半期連結累計期間
(自　2014年４月１日
至　2014年６月30日)

2015年度
第１四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純利益(△損失)

 20,680 △11,531

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)、
　　税効果控除後

10   

１．未実現有価証券評価損益  4,745 △10,445

２．外貨換算調整額  △18,132 43,781

３．年金負債調整額  2,524 1,880

４．未実現デリバティブ評価損益  △2,771 1

その他の包括利益(△損失)合計  △13,634 35,217

非支配持分控除前
四半期包括利益

 7,046 23,686

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

 622 8,188

当社株主に帰属する
四半期包括利益

 6,424 15,498
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(4)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

2014年度
第１四半期連結累計期間
(自　2014年４月１日
至　2014年６月30日)

2015年度
第１四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年６月30日)

区分 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．非支配持分控除前四半期純利益(△損失)  20,680  △11,531

２．営業活動により増加(△減少)した
　　キャッシュ(純額)への調整

    

(1）有形固定資産の減価償却費及び無形資産の償却費 43,112  49,961  

(2）未払退職及び年金費用(退職金支払額差引後) △7,661  △2,619  

(3）繰延税金 △7,689  △16,029  

(4）持分法による投資損益(受取配当金相殺後) △2,709  64  

(5）有形固定資産及び無形資産の除売却損益
　　及び減損、純額

2,684  3,694  

(6）投資有価証券の売却損益及び評価損、純額 △153  △5,157  

(7）受取債権の減少 163,978  260,990  

 (8）棚卸資産の増加 △142,554  △137,000  

 (9）支払債務の減少 △28,844  △159,906  

(10）未払法人税等及びその他の未払税金の減少 △22,635  △30,571  

(11）前受金の増加 28,302  50,565  

(12）その他 △24,550 1,281 △41,553 △27,561

     営業活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)  21,961  △39,092

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．有形固定資産及び無形資産の売却収入  2,511  2,268

２．投資有価証券の売却収入  6,082  6,864

３．有形固定資産の購入  △56,442  △48,050

４．無形資産の購入  △7,806  △8,463

５．投資有価証券の購入  △493  △739

６．関連会社に対する投資等の(△増加)減少  △643  2,114

７．その他  △26,264  2,182

     投資活動により減少したキャッシュ(純額)  △83,055  △43,824

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．長期借入金の借入  180,715  252

２．長期借入金の返済  △183,259  △3,317

３．短期借入金の増加  70,248  83,774

４．配当金の支払  △17,952  △2,295

５．自己株式の取得、純額  △22  △26

６．その他  △3,227  8,080

     財務活動により増加したキャッシュ(純額)  46,503  86,468

Ⅳ　為替変動の現金及び現金同等物への影響額  △1,244  2,553

Ⅴ　現金及び現金同等物純増加(△減少)額  △15,835  6,105

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高  171,340  199,366

Ⅶ　現金及び現金同等物四半期末残高  155,505  205,471
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四半期連結財務諸表に対する注記
 

１．会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財務諸表の表示方法

　当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準及び会計

慣行に従っています。ただし、Accounting Standards Codification(以下「ASC」という。) 810「連

結」に基づく変動持分事業体及びASC 860「譲渡及びサービス業務」に基づく証券化取引の注記につ

いては省略しています。

 

　当社は、1962年２月に米国預託証券を発行し、1970年２月に欧州預託証券を発行しました。これら

に際し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法により作成した連結

財務諸表(以下「米国式連結財務諸表」という。)を作成し、かつ、これを開示してきたことを事由と

して、1978年３月22日に「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申請書」を大蔵大臣へ提出

し、同年３月31日付蔵証第494号により承認を受けています。その後も継続して米国式連結財務諸表

を作成し、かつ、これを開示しています。

　当社は、米国預託証券の発行により1962年２月に米国証券取引委員会に登録しましたが、1978年11

月に預託契約が終結したため、現在は登録していません。

 

　当社がこの四半期連結財務諸表作成のために採用した会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財

務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法と異なるもので重

要性のあるものは以下のとおりです。

　なお、四半期連結財務諸表に対する注記において、原則として、「当社」という用語は「㈱東芝」

を表し、「当社グループ」という用語は「㈱東芝及び連結子会社」を表すものとして用います。

 

1)　四半期連結損益計算書の様式

　四半期連結損益計算書の様式は、単純計算方式(総収益から総原価及び総費用を控除して損益を

示す様式)を採用しています。

2)　未払退職及び年金費用

　ASC 715「報酬－退職給付」に基づき未払退職及び年金費用を計上し、退職給付制度の清算及び

縮小並びに厚生年金の代行部分の返上の会計処理を行っています。

　これらの会計処理による税金等調整前四半期純利益(損失)に対する影響額は、2014年度及び2015

年度の各第１四半期連結累計期間において、それぞれ549百万円(利益)及び112百万円(損失)です。

3)　有給休暇引当金

　ASC 710「報酬－全般」に基づき、従業員の未消化有給休暇に対応する人件費相当額を未払費用

として計上しています。

4)　のれん及びその他の無形資産

　ASC 350「無形資産－のれん及びその他」に基づき、のれん及び耐用年数が確定できない無形資

産について、償却をしないかわりに少なくとも１年に一度は減損のテストを行っています。

5)　新株発行費

　新株発行費は、税効果考慮後の金額を資本剰余金から控除しています。
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２．主要な会計方針の要約

1)　四半期特有の会計処理

　　法人税等の計算

　当社は、法人税等について、2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間を含む連結会計

年度の税金等調整前当期純利益(損失)に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益(損失)に当該見積

実効税率を乗じて計算しています。

　2)　新会計基準

　当社は、2015年４月１日より開始する連結会計年度から、「Accounting Standards Updates」

(以下「ASU」という。)2014-08を適用しました。ASU 2014-08は、ASC 205-20「財務諸表の表示－

非継続事業」を改訂し、非継続事業の定義を改め、また、非継続事業に係るキャッシュ・フロー情

報及び規準を満たさない処分取引に関し、追加的な開示を提供することを要求しています。ASU

2014-08の適用が当社の財政状態及び経営成績に与える重要な影響はありません。

3)　最近公表された会計基準

　2014年５月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2014-09「顧客との契約から生じる収益」を発

行しました。ASU 2014-09は、収益の認識に関する現行の基準をすべて置き換えるものであり、一

部の例外を除くすべての顧客との契約から生じる収益に、５つのステップから構成される単一の収

益認識モデルの適用を要求しています。さらに、ASU 2014-09は、顧客との契約、収益の認識に関

する重要な判断やその変更、及び、顧客との契約を獲得または履行するためのコストから認識した

資産の定量的・定性的な開示を求めています。ASU 2014-09は、2017年12月16日以降に開始する事

業年度より適用され、当社においては2018年４月１日より開始する連結会計年度から適用になりま

す。ASU 2014-09の適用が当社の財政状態及び経営成績に与える影響を現在検討しています。

4)　組替再表示

　2014年度第１四半期連結累計期間及び2014年度の連結財務諸表については、2015年度第１四半期

連結累計期間の表示方法に合わせて組み替えて表示しています。
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３．公正価値の測定

　ASC 820「公正価値測定」は、公正価値を、市場参加者との通常の取引において、資産の売却の対

価として受け取る価格、または負債の移転の対価として支払われるであろう価格と定義しています。

また、公正価値測定に使用するインプットは、その内容に応じてレベル１からレベル３までの優先順

位が以下のとおり設定されています。

 

　レベル１ - 活発な市場における同一の資産または負債の市場価格

　レベル２ - 活発な市場における類似した資産または負債の市場価格

            活発でない市場における同一または類似した資産または負債の市場価格

            観察可能な市場価格以外のインプット

　　　　　　 相関関係またはその他の手法による観察可能な市場データに基づいたインプット

　レベル３ - 観察可能な市場データによる裏付けがない観察不能なインプット

 

継続的に公正価値により評価される資産及び負債

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、継続的に公正価値により評価される資産及び負

債の内容は以下のとおりです。

      (単位：百万円)

 2015年３月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

　持分証券 243,622  1,004  ―  244,626

　負債証券 ―  ―  320  320

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  17,002  ―  17,002

　通貨オプション ―  42  ―  42

資産合計 243,622  18,048  320  261,990

負債：        

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  4,742  ―  4,742

　金利スワップ契約 ―  3,417  ―  3,417

　通貨スワップ契約 ―  28  ―  28

負債合計 ―  8,187  ―  8,187
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      (単位：百万円)

 2015年６月30日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

　持分証券 226,915  949  ―  227,864

　負債証券 ―  ―  322  322

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  14,820  ―  14,820

　通貨スワップ契約 ―  339  ―  339

　通貨オプション ―  31  ―  31

資産合計 226,915  16,139  322  243,376

負債：        

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  3,780  ―  3,780

　金利スワップ契約 ―  3,766  ―  3,766

負債合計 ―  7,546  ―  7,546

 

投資有価証券

　レベル１には市場性のある有価証券が含まれ、これらは十分な取引量と頻繁な取引のある活発な市

場における市場価格により公正価値を評価しています。レベル２にはレベル１に比べ取引量の少ない

市場に上場している有価証券が含まれ、これらは活発でない市場における市場価格により公正価値を

評価しています。また、レベル３には社債が含まれ、これらは測定日において市場が活発でないた

め、観察不能なインプットにより公正価値を評価しています。

金融派生商品

　金融派生商品には主に為替予約や金利スワップ等が含まれ、レベル２に分類しています。これら

は、外国為替レート及びLIBOR等の観察可能な市場データを利用して公正価値を評価しています。
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　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)   

 
2014年度

第１四半期連結累計期間
  

 投資有価証券   

期首残高 4,552   

　損益合計(実現または未実現)：    

　その他の包括利益(△損失)：    

　　未実現有価証券評価損益 △2   

　購入 200   

　売却 ―   

　発行 133   

　決済 △3,528   

四半期末残高 1,355   

 

 (単位：百万円)   

 
2015年度

第１四半期連結累計期間
  

 投資有価証券   

期首残高 320   

　損益合計(実現または未実現)：    

　その他の包括利益(△損失)：    

　　未実現有価証券評価損益 2   

　購入 ―   

　売却 ―   

　発行 ―   

　決済 ―   

四半期末残高 322   

 

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の内容は、社債です。
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非継続的に公正価値により評価される資産及び負債

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間において、非継続的に公正価値により評価され

る資産の内容は以下のとおりです。

     (単位：百万円)

 2014年度第１四半期連結累計期間

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0

資産合計 ―  ―  0  0

 

     (単位：百万円)

 2015年度第１四半期連結累計期間

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0

資産合計 ―  ―  0  0

 

　減損損失を計上した長期性資産は、資産から生み出される将来予測割引キャッシュ・フロー等によ

る観察不能なインプットにより公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　この結果、2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間において、純損失は1,149百万円及

び2,476百万円であり、売上原価に含めています。
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４．投資有価証券及びその他の投資

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在における売却可能有価証券に分類された市場性のある持分

証券及び負債証券の取得価額、未実現保有総利益及び総損失並びに公正価値の総額は以下のとおりで

す。

      (単位：百万円)

 2015年３月31日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 42,800  203,364  1,538  244,626

負債証券 291  29  ―  320

 43,091  203,393  1,538  244,946
        

 

      (単位：百万円)

 2015年６月30日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 41,927  187,176  1,239  227,864

負債証券 291  31  ―  322

 42,218  187,207  1,239  228,186
        

 

 

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、負債証券の主な内容は社債です。

　2015年６月30日現在において、売却可能有価証券に分類された負債証券の満期別内訳は以下のとお

りです。

      (単位：百万円)

  取得価額    公正価値  

１年以内  291    322  

１年超５年以内  ―    ―  

５年超10年以内  ―    ―  

  291    322  
        

 

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間において、売却可能有価証券の売却額は、それ

ぞれ7,108百万円及び6,864百万円です。2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間におい

て、売却可能有価証券の売却総利益は、それぞれ941百万円及び5,973百万円であり、同売却総損失

は、それぞれ１百万円及び13百万円です。

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、未実現損失が12ヶ月以上継続的に生じている売

却可能有価証券の原価及び公正価値に重要性はありません。

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、原価法により評価される市場性のない有価証券

に対する投資額は、それぞれ30,019百万円及び30,518百万円です。

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、上記投資額のうち減損の評価を行っていない投

資の簿価は、それぞれ28,587百万円及び30,287百万円です。減損の評価を行わなかったのは、投資の

公正価値を見積ることが実務上困難なこと、及び投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や

状況の変化が見られなかったためです。

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間において、市場性のある持分証券及び市場性の

ない持分証券の一時的でない公正価値の下落に係る評価損の金額に重要性はありません。
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５．棚卸資産

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在における棚卸資産の内容は、以下のとおりです。

(単位：百万円)
 

 2015年３月31日現在  2015年６月30日現在

製品 373,533  422,389

仕掛品 431,299  511,522

原材料 199,907  215,992

 1,004,739  1,149,903

 

６．未払退職及び年金費用

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

(単位：百万円)
 
 2014年度

第１四半期連結累計期間

 2015年度

第１四半期連結累計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

　勤務費用 17,220  17,778

　予測給付債務に対する利息費用 7,520  6,752

　年金資産の期待収益 △7,997  △9,299

　過去勤務費用償却額 △945  △948

　認識された保険数理上の損失 5,480  5,074

期間純退職及び年金費用 21,278  19,357
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７．その他の収益及びその他の費用

為替換算差損益

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における為替換算差損益は、それぞれ2,427百

万円(損失)及び7,017百万円(利益)です。

 

固定資産売廃却損益

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における固定資産売廃却損益は、それぞれ

1,220百万円(損失)及び513百万円(損失)です。2014年度第１四半期連結累計期間においては、固定資

産売却益300百万円及び固定資産売廃却損1,520百万円が計上されています。2015年度第１四半期連結

累計期間においては、固定資産売却益362百万円及び固定資産売廃却損875百万円が計上されていま

す。

 

８．長期性資産の減損

　当社グループは事業の収益性の低下により、関連資産の減損損失を計上しました。2014年度第１四

半期連結累計期間においては、PC事業について443百万円、システムLSI事業について706百万円の減

損損失を計上しています。2014年度第１四半期連結累計期間における映像事業の減損損失に重要性は

ありません。2015年度第１四半期連結累計期間においては、映像事業について651百万円、PC事業に

ついて746百万円、家庭電器事業について1,079百万円の減損損失を計上しています。2015年度第１四

半期連結累計期間におけるシステムLSI事業の減損損失に重要性はありません。これらの減損損失は

四半期連結損益計算書上、売上原価に計上されています。

　映像事業、PC事業及び家庭電器事業の減損損失はライフスタイル部門に、システムLSI事業の減損

損失は電子デバイス部門に含まれています。

 

９．法人税等

　当社の当連結会計年度における法定実効税率は33.1％です。2014年度及び2015年度の各第１四半期

連結累計期間における四半期連結損益計算書上の見積実効税率は、それぞれ31.5％及び33.3％です。

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

28/49



10．資本の部

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の変動額は、

以下のとおりです。

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2014年３月31日現在残高 1,027,189  418,805  1,445,994

非支配持分との資本取引

及びその他
△226

 
16,456

 
16,230

当社株主への配当金 △16,938  ―  △16,938

非支配持分への配当金 ―  △3,973  △3,973

四半期包括利益：      

四半期純利益 16,730  3,950  20,680

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
 
 

 
 

 

未実現有価証券評価損益 5,177  △432  4,745

外貨換算調整額 △15,328  △2,804  △18,132

年金負債調整額 2,429  95  2,524

未実現デリバティブ評価損益 △2,584  △187  △2,771

四半期包括利益 6,424  622  7,046

自己株式の取得及び処分(純額) △22  ―  △22

2014年６月30日現在残高 1,016,427  431,910  1,448,337

 

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2015年３月31日現在残高 1,083,996  481,361  1,565,357

非支配持分との資本取引

及びその他
△230

 
1,680

 
1,450

当社株主への配当金 ―  ―  ―

非支配持分への配当金 ―  △5,161  △5,161

四半期包括利益：      

四半期純利益(△損失) △12,271  740  △11,531

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
 
 

 
 

 

未実現有価証券評価損益 △9,373  △1,072  △10,445

外貨換算調整額 35,265  8,516  43,781

年金負債調整額 2,048  △168  1,880

未実現デリバティブ評価損益 △171  172  1

四半期包括利益 15,498  8,188  23,686

自己株式の取得及び処分(純額) △26  ―  △26

2015年６月30日現在残高 1,099,238  486,068  1,585,306
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　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額の変動は、以下

のとおりです。

       (単位：百万円)

 2014年度第１四半期連結累計期間

 
未実現
有価証券
評価損益

 
外貨換算
調整額

 
年金負債
調整額

 
未実現

デリバティブ
評価損益

 合計

期首残高 93,924  △110,846  △248,502  △2,362  △267,786

当期発生その他の

包括利益(△損失)
5,188

 
△14,196

 
△399

 
△2,016

 
△11,423

その他の包括損失累計額

からの組替金額
△11

 
△1,132

 
2,828

 
△568

 
1,117

純変動額 5,177  △15,328  2,429  △2,584  △10,306

四半期末残高 99,101  △126,174  △246,073  △4,946  △278,092

 

       (単位：百万円)

 2015年度第１四半期連結累計期間

 
未実現
有価証券
評価損益

 
外貨換算
調整額

 
年金負債
調整額

 
未実現

デリバティブ
評価損益

 合計

期首残高 113,567  △14,757  △240,172  2,039  △139,323

当期発生その他の

包括利益(△損失)
△5,689

 
35,253

 
△622

 
1,887

 
30,829

その他の包括損失累計額

からの組替金額
△3,684

 
12
 

2,670
 

△2,058
 

△3,060

純変動額 △9,373  35,265  2,048  △171  27,769

四半期末残高 104,194  20,508  △238,124  1,868  △111,554
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　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替え

られた金額は、以下のとおりです。

 

 (単位：百万円)

 その他の包括損失累計額からの組替金額

 
2014年度
第１四半期
連結累計期間

2015年度
第１四半期
連結累計期間

 
四半期連結損益計算書に

影響する項目

未実現有価証券評価損益     

 △18 △5,442  その他の収益

 7 1,758  法人税等

 △11 △3,684  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △11 △3,684  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

外貨換算調整額     

 △1,132 12  その他の費用

 ― ―  法人税等

 △1,132 12  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △1,132 12  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

年金負債調整額     

 4,535 4,126  (注)１

 △1,614 △1,312  法人税等

 2,921 2,814  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 93 144  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 2,828 2,670  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

未実現デリバティブ

評価損益
  

 
 

 △973 △2,871  その他の収益

 348 914  法人税等

 △625 △1,957  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 △57 101  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △568 △2,058  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

組替金額合計

－税効果及び

 非支配持分調整後

1,117 △3,060

  

 

　(注)　１．期間純退職及び年金費用に含まれています。詳細については、注記６．にて開示しています。

　　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　　(増加)を示しています。
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11．１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益(損失）

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における当社株主に帰属する四半期純利益(損

失)に関する基本的１株当たり四半期純利益(損失)の計算における分子と分母の調整表は、以下のと

おりです。

   (単位：百万円)

 
2014年度

第１四半期連結累計期間
 

 
2015年度

第１四半期連結累計期間

当社株主に帰属する四半期純利益(△損失) 16,730  △12,271

 

   (単位：千株)

 
2014年度

第１四半期連結累計期間
 

 
2015年度

第１四半期連結累計期間

加重平均発行済普通株式数 4,234,465  4,234,177

    
 

   (単位：円)

 
2014年度

第１四半期連結累計期間
 

 
2015年度

第１四半期連結累計期間

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益(△損失)
3.95  △2.90

 

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益(損失)について、潜在株式が存在しな

いため記載していません。
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12．金融商品

 (1）金融派生商品

　当社グループは国際的に事業を営んでいるため、外国為替レート及び金利の変動による市場リス

クがあります。当社グループは通常のリスク管理の一環として、主に先物為替予約、金利スワップ

契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションといった様々な金融派生商品をリスクを軽減するため

に利用しています。当社グループは、金融派生商品のリスク管理、承認、報告及び監視に係る方針

及び規程を有しています。当社グループの方針はトレーディング目的の金融派生商品の保有または

発行を禁止しています。

　当社グループは金融派生商品取引の契約相手先による契約不履行の場合に生ずる信用リスクにさ

らされていますが、当社グループの金融派生商品取引の契約相手先は主として信用力の高い金融機

関であり、かつ相手先を多数に分散しています。したがって金融派生商品取引の契約相手先の契約

不履行による損失の発生はほとんどないと考えています。

　当社グループは、外貨建資産及び負債に係る為替相場変動のヘッジを目的とした先物為替予約を

金融機関と行っています。外貨建売掛金及び買掛金並びに将来の外貨建取引契約に関連する先物為

替予約は、主として期末後数年以内に期限が到来します。

　金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションは、対応する社債及び借入金並びに外

貨建売掛金及び買掛金に関連して外国為替レート及び金利の変動から生ずる当社グループの損失発

生リスクを限定する目的で締結されます。これらの契約は2015年から2021年の間に期限が到来しま

す。

　先物為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションは、下記のとおり、一

部を除いて、外貨建売掛金及び買掛金あるいは将来取引に係る契約及びヘッジ対象となる社債及び

借入金の金利の性格に従い、公正価値ヘッジもしくはキャッシュ・フロー ヘッジのいずれかに指

定されます。

公正価値ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨スワップ契約は、外貨建売掛金及び買掛金の公正

価値の変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、社債及び借入金の固定金利部分を変動金利相当に

変更するのに有効です。

　公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ対象の帳簿価格の

変動額と相殺されるため、損益に与える影響はありません。

キャッシュ・フロー ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨オプションは、それぞれ向こう５年間及び２年間

にわたり将来の外貨建取引契約から生ずるキャッシュ・フローの変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、向こう６年間にわたり社債及び借入金の変動金利

部分を固定金利相当に変更するのに有効です。

　当社グループは、今後12ヶ月間に外貨建売掛金の回収及び外貨建買掛金の支払い並びに変動金利

付債務の利払いに応じて、金融派生商品に係る利益純額693百万円がその他の包括損失累計額から

当社株主に帰属する当期純利益(損失)へ組み替えられると予想しています。

ヘッジとして指定されていない金融商品

　当社グループは、為替及び金利の変動によるリスクを管理するために、先物為替予約、金利ス

ワップ契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションを締結しています。これらの契約のうち、一部

についてはヘッジ会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしていませんが、経済的観

点からはヘッジとして有効と判断しています。

　これらのヘッジ指定されていない金融派生商品の公正価値の変動は、ただちに収益または費用と

して認識されます。
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　2015年３月31日及び2015年６月30日現在における当社グループの先物為替予約の契約残高、金利

スワップ契約の想定元本総額、通貨スワップ契約の元本総額及び通貨オプション残高は、以下のと

おりです。

   (単位：百万円)

 2015年３月31日現在  2015年６月30日現在

先物為替予約        

　外貨売契約  300,730    432,977  

　外貨買契約  251,202    161,559  

金利スワップ契約  518,976    698,950  

通貨スワップ契約  75,305    50,647  

通貨オプション  876    914  

 

(2）金融商品の公正価値

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在における金融商品の公正価値及び四半期連結貸借対照表

計上科目は、以下のとおりです。

     (単位：百万円)

 

 計上科目

  2015年

３月31日現在

  2015年

６月30日現在

ヘッジ指定の

金融派生商品：

　資産：

 

  

 

  

 

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資産   13,105   12,807

通貨オプション 前払費用及びその他の流動資産
  

42
  

31

負債：        

先物為替予約 その他の流動負債   △4,291   △3,370

金利スワップ契約 その他の流動負債   △207   △204

 その他の固定負債   △3,208   △3,562

 

ヘッジ指定以外の

金融派生商品：

 

  

 

  

 

資産：        

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資産   3,897   2,013

通貨スワップ契約 前払費用及びその他の流動資産
  

―
  

339

負債：        

先物為替予約 その他の流動負債   △451   △410

金利スワップ契約 その他の流動負債   △2   ―

通貨スワップ契約 その他の流動負債   △28   ―

 

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

34/49



 
      (単位：百万円)

  2015年３月31日現在  2015年６月30日現在

  貸借対照表

計上額
 公正価値

 貸借対照表

計上額

 
公正価値

金融派生商品以外：         

負債：         

社債及び長期借入金  △1,220,772  △1,228,573  △1,220,944  △1,224,838

 

 

　上記の表は、公正価値が貸借対照表計上額とほぼ同額である金融商品及びリース関連の金融商品

を除いています。また、投資有価証券及びその他の投資に関しても、注記４．にて開示されている

ため上記の表から除いています。

　当社グループは、これらの金融商品の公正価値を見積るに当たって、期末時点での市場情勢とリ

スクの見積りに基づいた種々の方法及び仮定を用いています。

　現金及び現金同等物、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金並びに未払金及び

未払費用を含む一定のものは、その大部分が満期までの期間が短いため、貸借対照表計上額と公正

価値はほぼ同額であるとみなしています。

　投資有価証券及びその他の投資の一部は、公表されている市場価格を用いています。

　社債及び長期借入金の公正価値は、公表されている市場価格により、あるいは公表されている市

場価格が存在しない場合には将来キャッシュ・フローの見積現在価値により見積り、レベル２又は

レベル３に分類しています。

　その他の金融商品の公正価値の決定には、将来キャッシュ・フローの見積現在価値及び再取得価

額等の手法が用いられています。

　これらの公正価値は、必ずしも期末日現在での市場における実現可能額を示していません。

 2014年度第１四半期連結累計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

   (単位：百万円)

  

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

  計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

先物為替予約  △1,110  その他の収益  568  その他の費用  △120

金利スワップ契約  △906         

通貨オプション        その他の費用  △35

 

ヘッジ指定外の金融派生商品:

  (単位:百万円)

  損益認識額

  計上科目  計上額

先物為替予約  その他の費用  △732
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 2015年度第１四半期連結累計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

   (単位：百万円)

  

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

  計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

先物為替予約  2,123  その他の収益  2,058  その他の費用  △49

金利スワップ契約  △236         

 

ヘッジ指定外の金融派生商品:

  (単位:百万円)

  損益認識額

  計上科目  計上額

先物為替予約  その他の収益  629

 

13．契約債務及び偶発債務

　当社グループは、有形固定資産の購入に係る契約債務、変動価格及び固定価格による長期役務購入

に係る契約債務を有しており、2015年３月31日及び2015年６月30日現在における契約債務の合計は、

それぞれ1,160,180百万円及び1,176,724百万円です。

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、注記14．にて開示されている保証債務以外の偶

発債務は、それぞれ224百万円及び106百万円であり、手形の割引に係る遡及義務等が含まれていま

す。
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14．保証
 非連結関係会社及び第三者の借入に対する保証  

　当社グループは、非連結関係会社及び外部の第三者に対して、当社グループの製品・サービスの販

売を支援するために借入及びある種の金融債務に対して保証を付しています。これらの債務保証は、

2015年３月31日現在では2015年から2023年にかけて、2015年６月30日現在では2015年から2023年にか

けて期限が到来するか、あるいは、保証履行による支払または保証の取消により終了します。保証履

行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じることになります。2015年３月31日及び

2015年６月30日現在において、これらの債務保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ74,991百万

円及び82,310百万円です。

 従業員の住宅ローンに対する保証  

　当社グループは、従業員の住宅ローンに対して保証を付しています。これらの保証は、2015年から

2032年にかけて期限が到来します。保証履行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じ

ることになります。2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、これらの債務保証による潜在

的な最大支払額は、それぞれ2,889百万円及び2,631百万円です。しかしながら、当社グループは、債

務保証の履行による支払の大部分は当社グループの保険によって補塡されると考えています。

 セール・アンド・リースバック取引における残価保証  

　当社グループは、機械装置についてセール・アンド・リースバック取引を行っています。当社グ

ループはこれらの残価保証に関する支払を実行する可能性があります。当該取引におけるオペレー

ティング・リース契約は、2025年３月までの間に終了します。2015年３月31日及び2015年６月30日現

在において、残価保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ6,979百万円及び6,973百万円です。

 受取手形及び売掛金の不履行に対する保証  

　当社グループは、受取手形及び売掛金を譲渡する証券化取引を行っています。当社グループは、受

取手形及び売掛金の売却時において、受取手形及び売掛金の不履行が生じた時にそれらを買戻す義務

を負っています。当該受取手形及び売掛金は、通常３ヶ月以内に期限が到来します。2015年３月31日

及び2015年６月30日現在において、当該買戻し義務に対する潜在的な最大支払額は、それぞれ7,158

百万円及び7,395百万円です。

　2015年３月31日及び2015年６月30日現在において、上記に記載した保証に関して計上した負債の金

額に重要性はありません。

 製品保証  

　製品保証費用の発生見込額は、製品が顧客に販売された時点で未払計上されています。製品保証費

用に対する見積りは、主として過去の経験に基づいてなされています。

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

(単位：百万円)
 

 2014年度

第１四半期連結累計期間

 2015年度

第１四半期連結累計期間

期首残高 33,385  34,041

　増加額 11,949  12,487

　目的使用による減少額 △12,928  △12,316

　外貨換算調整額 △297  382

四半期末残高 32,109  34,594

 

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

37/49



15．訴訟事項

　2007年１月、欧州委員会は、ガス絶縁開閉装置市場における欧州競争法違反行為があったとして、

当社を含む19社に課徴金を賦課することを決定したため、2007年４月にEU一般裁判所に決定の取消し

を求めて訴訟を提起しました。2011年７月、同裁判所は、当社に対する課徴金を全て取消しました

が、欧州競争法違反行為があったとする欧州委員会の決定を支持したため、同年９月、当社は、EU司

法裁判所に上訴しました。2012年６月、欧州委員会は、上述の判決により取消された課徴金を算定し

直し、当社に対し56.8百万ユーロ、これに加えて三菱電機株式会社と連帯して4.65百万ユーロの課徴

金を再賦課することを決定したため、同年９月、当社は、この決定に関する手続及びその内容が不当

であるとして、EU一般裁判所へ提訴し争っています。なお、当社による欧州競争法違反行為の有無に

ついては、2013年12月にEU司法裁判所により、欧州委員会の決定を支持する最終判断が下されたた

め、当社は、上記課徴金に対して合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。

　2011年２月、防衛省は、当社と防衛省の間で締結された「F－15用偵察システム」に関する開発製

造請負契約につき一方的に解除の通知を行いました。2011年７月、当社は、この防衛省による解除を

不当として、既に完成している部分についての代金等約9,319百万円の支払いを求める訴訟を東京地

方裁判所に提起しました。2012年10月、防衛省は当該契約の解除に基づく違約金請求の反訴を提起し

ました。2014年３月、当社は、約3,017百万円の請求の拡張を行いました。当社は契約に基づき適正

に業務を遂行しており当該契約解除及び違約金請求は不当なものと考えているため、訴訟において当

社の考えを主張していきます。

　2012年12月、欧州委員会は、テレビ用カラーブラウン管市場における欧州競争法違反行為があった

として、当社に対し約28百万ユーロ、これに加えてパナソニック株式会社及びMT映像ディスプレイ株

式会社と連帯して約87百万ユーロの課徴金を賦課することを決定しました。当社はこれを不服として

2013年２月、EU一般裁判所へ提訴し、2015年９月に判決が出されました。判決では当社に課された課

徴金28百万ユーロが全額取り消されるとともに、パナソニック株式会社及びMT映像ディスプレイ株式

会社と連帯責任を負う課徴金額が83百万ユーロに減額されました。また、米国においては、ブラウン

管関連製品の購入者等から米国競争法違反に基づく損害の賠償を求める訴訟が提起されています。当

社グループは、ブラウン管事業において競争法違反行為は一切行っていないと考えているため、当社

の主張が認められるよう、あらゆる法的手段を用いて対応を進めていきます。

　2013年11月、日本郵便株式会社は、郵便番号自動読取区分機類入札に関して、当社及び日本電気株

式会社に対して、独占禁止法違反を理由とする損害賠償を求める訴訟を提起し、当社に対し約3,756

百万円及びその遅延損害金の支払いを求めています。これは、2010年12月に公正取引委員会による排

除措置命令が確定したことを受けたものですが、当社としては、日本郵便株式会社の主張する損害と

当社の行為との間に因果関係がなく、日本郵便株式会社の請求は不当なものと考えているため、訴訟

において当社の考えを主張していきます。

　2014年11月、当社グループに対し、欧州において電力メーターの不具合を理由にして、客先との契

約違反を認定する仲裁裁定があり、2015年７月に損害賠償請求を求める新しい仲裁が申し立てられま

した。今後、仲裁において当社グループの考えを主張していきます。なお、当該影響額について合理

的に見積ることはできません。

　当社は、2015年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第26条に基づき報告命令を受け、

工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員会を設置し調査を行った結

果、不適切な会計処理を継続的に実行してきたことが判明し、過年度の有価証券報告書等の訂正を行

いました。今後、当社の不適切な財務報告について、株主等から当社に対して訴訟が提起される可能

性があります。なお、当該影響額について合理的に見積ることはできません。

　当社グループは全世界において事業活動を展開しており、訴訟やその他の法的手続に関与し、当局

による調査を受けています。地域ごとの裁判制度等の違いやこれらの手続は本来見通しがつきにくい

ものであることから、通常の想定を超えた金額の支払が命じられる可能性も皆無ではありません。こ

のため、これらについて当社グループに不利益な決定がなされた場合、その決定の内容によっては当

社グループの事業、業績や財政状態に悪影響を与える可能性があります。
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　しかしながら、当社グループ及び当社グループの法律顧問が現在知りうるかぎり、これらの争訟は

当社グループの財政状態及び経営成績に直ちに重大な影響を及ぼすものではないと当社グループは確

信しています。
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16．企業結合

ニュージェネレーション社

　当社は、原子力発電事業開発会社である英国法人ニュージェネレーション社(以下「NuGen社」とい

う。)の株式について、2013年12月21日(英国時間)にスペイン法人Iberdrola, S.A.が保有するNuGen

社株式50％を、また2014年６月19日(英国時間)にフランス法人GDF Suez S.A.(以下「GSZ社」とい

う。)が保有するNuGen社株式10％を、総額102百万ポンドで取得する契約をそれぞれ締結し、2014年

６月26日(英国時間)にNuGen社を現金で取得しました。これをもって、NuGen社株式は、当社100％出

資の子会社であるアドバンスエナジー英国社が60％を保有し、GSZ社の100％出資の子会社であるNNB

Development Companyが40％を保有します。

　NuGen社は、英国北西部の西カンブリア地方にあるムーアサイドで、欧州では単一の原子力発電所

の建設計画として最大規模となる原子力発電所の新規建設を推進する原子力発電プロジェクトを進め

てきました。当社は、NuGen社の株式の過半数超を取得することで、当社の連結子会社である米国法

人ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社が展開する加圧水型原子炉「AP1000®」３基の建

設機会及び原子力発電所の事業機会を確保します。

　当社は、同社がグローバルな規模で培った専門技術・知識に、欧州の原子力発電事業者としてGSZ

社が有する先駆的な専門技術・知識、さらにウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社が誇る

世界最先端の技術を融合させることで、英国におけるエネルギー安全保障と長期的な雇用の創出に大

きく貢献します。

　当社は、ASC 805「企業結合」に基づき、取得した資産及び引き受けた負債への取得金額の配分を

実施しました。

　取得金額及び非支配持分並びに取得した識別可能な資産及び負債の取得日現在の公正価値の要約表

は以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 取得日現在

取得金額 17,663

非支配持分 11,775

合計 29,438

  

流動資産 160

固定資産 19

無形資産 3,733

流動負債 31

識別可能純資産合計 3,881

 

　取得した識別可能な無形資産は、原子力発電所の建設地の調査等に関わる権利です。NuGen社の非

支配持分の公正価値は、投資先が保有する資産負債に対する第三者評価及び第三者による企業価値評

価等を使用して測定しています。

　取得金額及び非支配持分から取得した識別可能な資産及び負債の公正価値の合計を差し引いた差額

の25,557百万円をのれんに計上しており、計上したのれんは電力・社会インフラ部門に配分されてい

ます。

　NuGen社の経営成績は、2014年度第１四半期連結会計期間より当社の連結損益計算書に含まれてい

ますが、重要性はありません。
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2014年４月１日時点で上記の企業結合が行われたと仮定した場合のプロフォーマ情報(非監査)は以下

のとおりです。

  (単位：億円)  

 
2014年度

第１四半期連結累計期間

 

 

 

 

 売上高  14,140   

 当社株主に帰属する四半期純利益  164   
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17．セグメント情報

 以下に報告されているセグメント情報は、そのセグメントの財務情報が入手可能であり、マネジメ

ントが経営資源の配分の決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となっているもので

す。

　当社グループは、セグメント別の営業利益(損失)を各部門の業績評価に使用しています。当社グ

ループの営業利益(損失)は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出してい

ます。事業構造改革費用及び訴訟和解費用等は、当社グループの営業利益(損失)には含まれていませ

ん。

　事業の種類別セグメントは、製品の性質、製造方法及び販売市場等の類似性に基づき、「電力・社

会インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「ヘルスケア」、「電子デバイス」、「ライフ

スタイル」及び「その他」の６部門としています。

　各部門の主な内容は以下のとおりです。
 

　(1) 電力・社会インフラ………エネルギー関連機器、交通システム等

　(2) コミュニティ・ソリューション………昇降機、照明器具、空調機器等のビルファシリティ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　POSシステム、複合機等

　(3) ヘルスケア…………………医用機器、ヘルスケアソリューション等

　(4) 電子デバイス………………半導体、ハードディスク装置等

　(5) ライフスタイル……………パソコン、映像機器、冷蔵庫、洗濯乾燥機等

　(6) その他………………………クラウドソリューション、物流サービス等

事業の種類別セグメント情報
　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における事業の種類別セグメント情報は以下の

とおりです。

 

2014年度第１四半期連結累計期間

 
電力・社会
インフラ
（百万円）

コミュニ
ティ・ソ
リューショ
ン

（百万円）

ヘルスケア
（百万円）

電子
デバイス
（百万円）

ライフ
スタイル
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
374,804 288,278 71,045 362,928 272,430 44,520 1,414,005    ― 1,414,005

(2) セグメント間の

内部売上高

又は振替高

21,340 12,506 440 21,522 15,698 69,098 140,604 △140,604    ―

合　計 396,144 300,784 71,485 384,450 288,128 113,618 1,554,609 △140,604 1,414,005

営業利益(△損失) 10,062 1,870 604 48,918 △5,145 △270 56,039 △8,369 47,670

 

2015年度第１四半期連結累計期間

 
電力・社会
インフラ
（百万円）

コミュニ
ティ・ソ
リューショ
ン

（百万円）

ヘルスケア
（百万円）

電子
デバイス
（百万円）

ライフ
スタイル
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
371,504 290,374 81,090 368,944 195,462 42,505 1,349,879    ― 1,349,879

(2) セグメント間の

内部売上高

又は振替高

23,595 13,220 395 16,111 16,297 60,161 129,779 △129,779    ―

合　計 395,099 303,594 81,485 385,055 211,759 102,666 1,479,658 △129,779 1,349,879

営業利益(△損失) △10,657 △6,502 87 35,582 △20,688 △712 △2,890 △8,065 △10,955

 

（注）セグメント間の取引においては独立企業間価格を用いています。
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　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と税金等調整前四半期純利益(△損失)との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2014年度  2015年度  

  第１四半期連結累計期間  第１四半期連結累計期間  

　セグメント別営業利益(△損失)の合計  56,039  △2,890  

　消去又は全社  △8,369  △8,065  

　小計  47,670  △10,955  

　受取利息及び配当金  1,991  2,101  

　持分法による投資利益  4,907  3,924  

　その他の収益  3,796  17,433  

　支払利息  △8,116  △5,709  

　その他の費用  △20,058  △24,082  

　税金等調整前

　四半期純利益(△損失)
 30,190  △17,288  

        
 

地域別セグメント情報

売上高

　2014年度及び2015年度の各第１四半期連結累計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2014年度  2015年度  

  第１四半期連結累計期間  第１四半期連結累計期間  

日本  533,108  514,536  

海外  880,897  835,343  

アジア  370,757  368,009  

北米  250,239  252,829  

欧州  179,137  141,502  

その他  80,764  73,003  

合計  1,414,005  1,349,879  
      
 

（注）１．個別に開示すべき重要性のある国はありません。

　　　２．単一の外部顧客との取引から得られる収益の金額に重要性はありません。
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18．重要な後発事象

確定拠出年金制度の導入

　当社は、従業員の定年後のライフプラン支援および退職給付の多様なニーズへの対応を目的とし

て、当社を含む国内グループ会社89社約９万５千人を対象に、2015年10月１日から確定拠出年金制度

を導入することを予定しており、2015年７月までに各社で労使合意に至りました。今後、今回導入す

る89社のほかにも一部の国内グループ会社で順次導入する予定です。本制度では、従来の退職一時金

のうち将来積立分の50％を確定拠出年金とし、従業員個人で積立金を運用します。なお、本制度は、

厚生労働省の承認をもって導入されます。本制度の導入が当社の当連結会計年度の連結財務諸表に与

える重要な影響はありません。

 

フィンランド・コネ社の株式売却

　当社の連結子会社である東芝エレベータ㈱は、2015年７月22日に同社が保有するフィンランド・コ

ネ社(KONE Corporation)の全株式を売却しました。これに伴い、2015年度第２四半期連結会計期間に

おいて、112,831百万円(税引前)の売却益を計上する予定です。

 

㈱トプコンの株式売却

　当社は、2015年８月31日開催の取締役会において、当社及び当社の連結子会社である東芝保険サー

ビス㈱(以下「東芝保険サービス」という。)が所有する当社の持分法適用会社である㈱トプコン(以

下「トプコン」という。)の全株式を売却することを決定しました。本売却に伴い、トプコンは当社

の持分法適用の範囲から除外されることになります。本株式売却の概要は以下のとおりです。

１．株式売却の概要

　 (1) 売却対象株式

　　　 当社及び当社の連結子会社である東芝保険サービスが所有するトプコン株式

　　　 当社所有(注)　　　　　　32,566,800株 (発行済株式総数の30.13％)

　　　 東芝保険サービス所有　　　 277,300株 (発行済株式総数の0.26％)

　　　 合計　　　　　　　　　　32,844,100株 (発行済株式総数の30.39％)

　　　　(注) 引受人によるオーバーアロットメントによる売出しに伴うグリーンシューオプショ

　　　　　　 ン付与分(3,150,000株)及び海外販売に関して引受人に付与する追加買取権の対象分

　　　　　　 (1,050,000株)を含む。

　 (2) 売却方法

　　　売出しの方法によるものとし、野村證券株式会社及びみずほ証券株式会社を共同主幹事会社

　　　とする引受人が買取引受けします。なお、当該株式の一部につき、欧州及びアジアを中心と

　　　する海外市場(ただし、米国及びカナダを除く。)の海外投資家に対して販売(海外販売)され

　　　ることがあります。

２．株式売却の目的

　　現在、当社はキャッシュ・フローを基軸とした経営を推進しており、当社グループの資産効率及

　び財務体質の改善を目的として、本株式の売却を決定しました。

３．今後の見通し

　　１株につき1,493.72円にて引受人が買取引受けします。引受人に売却することが確定している株

　式数は以下のとおりであり、その受渡期日は2015年９月16日です。

　　　 当社所有(注)　　　　　　28,366,800株

　　　 東芝保険サービス所有　　　 277,300株

　　　 合計　　　　　　　　　　28,644,100株

　　　　(注) 引受人によるオーバーアロットメントによる売出しに伴うグリーンシューオプショ

　　　　　　 ン付与分(3,150,000株)及び海外販売に関して引受人に付与する追加買取権の対象分

　　　　　　 (1,050,000株)に関する株式数は含まれていません。これらについては2015年９月末

　　　　　　 を目途に最終的な売却数が確定する予定です。
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(トプコンの概要)

会社名　　：株式会社トプコン

本社所在地：東京都板橋区蓮沼町75番１号

事業内容　：測量・GPSシステム製品、眼科向け医用機器を中心とした精密光学機器の製造・販売
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２【その他】

　訴訟事項については、四半期連結財務諸表に対する注記15. にて記載しています。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年９月14日

株式会社東芝

代表執行役社長　室町　正志　殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　村　　雅　　一　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊　　藤　　功　　樹　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武　　藤　　太　　一　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　　木　　康　　弘　　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東芝の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(2015年４月１日から2015年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2015年４月１日から2015年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び四半期連結財務諸表に対する注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定

により米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(四半期連結財務諸表に対する注記１

及び２参照)に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準(四半期連結財務諸表に対する注記１及び２参照)に準拠して、株

式会社東芝及び連結子会社の2015年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連

結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

１．「18．重要な後発事象」に記載されているとおり、会社の連結子会社である東芝エレベータ株式

会社は、2015年７月22日に同社が保有するフィンランド・コネ社の全株式の売却を行っている。

２．「18．重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は2015年８月31日開催の取締役会におい

て、会社の持分法適用会社である株式会社トプコンの株式を売却することを決定している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 
　(注)　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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